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◉スポーツにおける法的観点と法的問題がビギナーにも理解できる
　最良の実用書。

◉スポーツ界の動きや法改正をふまえた最新の内容。

◉「スポーツ法学」の授業担当経験者が具体例を挙げ、わかりやすく
　メリハリの利いた実務対応型の内容構成。

◉多数の重要判例や解説を右欄に明示し、資料の利用が容易。

本書の特長：

スポーツを「する人」「観る人」
「支える（育てる）人」必携の一冊！
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（１）法人法、組織法の意義
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（３）スポーツ団体のグッド・ガバナンスと法人法、

組織法の意義
　　２ スポーツ団体をめぐる法人法、組織法

（１）総論
（２）会社法
（３）一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
（４）公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す

る法律
（５）特定非営利活動促進法

　　３ スポーツ団体の運営をめぐる法
　　　（いわゆるスポーツ固有法）

（１）法源̶ 業界内ルールの法的根拠
（２）スポーツ団体の運営をめぐるルールの基本原理
（３）スポーツ団体の基本的組織運営をめぐる法
（４）代表選手選考をめぐる法
（５）団体内懲戒処分をめぐる法
（６）インテグリティをめぐる法
（７）スポーツ組織内の地位をめぐる法

　第５章　知的財産法、不正競争防止法
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（２）不正競争防止法
（３）パブリシティ権

　　２ スポーツと知的財産の関係
　　３ 著作権・著作者人格権・著作隣接権

（１）著作権・著作者人格権
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（３）著作隣接権（実演・放送）
（４）主なスポーツ事例
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（１）法制度の概要
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（３）権利執行方法
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（２）労働者の定義
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　　２ スポーツにおける競争と独占
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（２）リーグ・スポーツの仕組み
（３）選手制度

　　３ アメリカ４大スポーツと反トラスト法
（１）アメリカのリーグ・スポーツと反トラスト法
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（３）リーグ／クラブと放送局の関係
（４）リーグ／クラブと選手の関係

　　４ 日本のリーグ・スポーツと独占禁止法
（１）日本のリーグ・スポーツと独占禁止法
（２）プロ野球リーグと球団の関係
（３）競合リーグと独占禁止法
（４）試合の放送権
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第５編　紛争解決法とスポーツ
　　１ 裁判による紛争解決

（１）裁判による解決が可能なタイプのスポーツ紛争
（２）裁判による解決ができない場合
（３）紛争解決について定めた法律̶ 仲裁法、調停法

の概要
　　２ 裁判によらない紛争解決

（１）スポーツ仲裁、調停に求められる法的要素
（２）団体内紛争解決機関
（３）日本スポーツ仲裁機構（JSAA）
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展開
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スポーツ基本法（平成23年法律第78号）／索引事項


